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高度専門医療研究部会 (第 3回 )議事次第

平 成 22年 3月 4日 (木 )
10:00～ 13100
専 用 第 21会 議 室

1 開会

2 議事
(1)国立高度専門医療研究センターの業務方法書 (案)について

(2)国立高度専門医療研究センターの長期借入金計画 (案)及び償還計画 (案)について

3 閉会

<配付資料>
資料 1    国立高度専門医療研究センターの業務方法書 (案 )

資料 2-1  高度専門医療研究部会における長期借入金及び債券発行に係る意見の取扱
いについて

資料 2-2  国立高度専門医療研究センターの長期借入金計画 (案 )

資料 2-3  国立高度専門医療研究センターの償還計画 (案 )

参考資料1  業務方法書関係法令等
参考資料2  長期借入金等関係法令



独立行政法人評価委員会 高度専門医療研究部会(第3回 )
平成22年 3月 4日 (木 )
10:00～ 13:00

専用第21会議室

猿

田

部

会

長

代

理
０

本

田

委

員
○

員 ○

祖 父 江 委 員 0

員 O

員井 0三

O和

0政  策  評  価  官

○ 政 策 評 価 官 室 長 補 佐

内

0 0
政医 政医

策  策
医  医

璽政曇政
長  長
補  補
佐局 佐局

0 0 0
政医 国医 政医

長局 長課 佐局



国立高度専門医療センターの業務方法書 (案 )

。独立行政法人国立がん研究センター業務方法書 (案 )

・ 独立行政法人国立循環器病研究センター業務方法書 (案 )

。独立行政法人国立精神 口神経医療研究センター業務方法書 (案 )

。独立行政法人国立国際医療研究センター業務方法書 (案 )

。独立行政法人国立成育医療研究センター業務方法書 (案 )

。独立行政法人国立長寿医療研究センター業務方法書 (案 )

口国立高度専門医療研究センター業務方法書 (案)比較表



独立行政法人国立がん研究センター業務方法書 (案 )



平成〇年○月〇日認可

独立行政法人国立がん研究センター業務方法書

目次
第 1章 総則 (第 1条―第 3条 )
第 2章 業務の方法に関する事項 (第 4条―第 5条 )
第 3章 業務の委託に関する基準 (第 6条 )
第 4章 契約に関する基本的事項 (第 7条―第 9条 )
附 則

第 1章  総  則

(目 的)

第 1条 この業務方法書は、独立行政法人通則法 (平成 11年法律第 103号 。以下「通
則法」とい う。)第 28条第 1項の規定に基づき、独立行政法人国立がん研究センタ
ー (以下 「センター」とい う。)の業務の方法について基本的事項を定め、もつてそ
の業務の適正かつ効率的な運営に資することを目的とする。

(業務の執行 )

第 2条 センターの業務は、通則法及び高度専門医療に関する研究等を行 う独立行政法
人に関する法律 (平成 20年法律第 93号。以下 「法」という。)その他の関係法令
によるほか、この業務方法書に定めるところにより行 う。

(業務運営の基本方針 )

第 3条 センターは、法第 3条第 1項の目的を達成するため、厚生労働大臣から指示さ
れた中期 目標に基づき、業務の適正かつ効率的な運営に努めるものとする。

第 2章 業務の方法に関する事項

(セ ンターの行 う業務 )

第 4条 センターは、法第 13条の規定に基づき、次の業務を行 うものとする。
― がんその他の悪性新生物に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発を行 うこ
と。

二 前号に掲げる業務に密接に関連する医療を提供すること。
三 がんその他の悪性新生物に係るEII療に関し、技術者の研修を行 うこと。
四 前三号に掲げる業務に係る成果の普及及び政策の提言を行 うこと。
五 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行 うこと。
2 センターは、前項の業務のほか、同項の業務の遂行に支障のない範囲内で、その建
物の一部、設備、器械及び器具を、センターに勤務 しない医師、歯科医師その他の医

療関係者の診療又は研究若 しくは技術の開発のために利用させることができる。
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(緊急時の厚生労働大臣の要求)

第 5条 センターは、法第 24条第 1項の規定に基づき、厚生労働大臣から法第 13条
第 1号若 しくは第 2号の業務のうち必要な業務の実施を求められたときは、正当な理

由がない限 り、その求めに応じ、当該業務を実施することとする。

第 3章 業務の委託に関する基準

(業務の委託 )

第 6条 センターは、他に委託 して実施することが効率的であると認める業務の一部を、
委託することができる。

2 センターは、委託先の選定に当たっては、受託の実績、財務内容、保有する設備等
の状況、当該業務に関する知見及び受託業務への習熟の程度を勘案しつつ、委託費の

縮減等に十分に配慮するものとする。

3 センターは、業務を委託 しようとするときは、受託者と業務の委託に関する契約を
締結するものとする。                      `

第 4章 契約に関する基本的事項

(調達契約に関する基本的事項 )

第 7条 センターは、売買、貸借、請負その他の契約に関しては、競争入札を実施する
など品質の向上、費用の縮減等に十分に配慮した方法によるものとする。

2 センターは、売買、貸借、請負その他の契約に関しては、契約過程の透明性及び効
率性の向上を図るとともに、不正行為を防止するため必要な措置を講ずるものとする。

(契約の特例 )

第 8条  1994年 4月 15日 マラケシュで作成 された政府調達に関する協定を実施す
るため、センターの締結する契約のうち当該協定の適用を受けるものに関する事務の

取扱いについては、別に定める。

(会計規程への委任 )

第 9条 この章に定めるもののほか、契約の方法その他のセンターが行 う契約に関して
必要な事項は、通則法第 49条の規定による規程で定める。

附 則

(施行期 日)

この業務方法書は、通則法第 28条第 1項の規定により厚生労働大臣の許可を受けた
日から施行 し、平成 22年 4月 1日 から適用する。
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独立行政法人国立循環器病研究センター業務方法書 (案 )



平成〇年○月〇 日認可

独立行政法人国立循環器病研究センター業務方法書

目次
第 1章 総則 (第 1条―第 3条 )
第 2章 業務の方法に関する事項 (第 4条―第 5条 )
第 3章 業務の委託に関する基準 (第 6条 )
第 4章 契約に関する基本的事項 (第 7条―第 9条 )
附 則

第 1章  総  則

(目 的)

第 1条 この業務方法書は、独立行政法人通則法 (平成 11年法律第 103号。以下「通
則法」とい う。)第 28条第 1項の規定に基づき、独立行政法人国立循環器病研究セ
ンター (以下 「センター」という。)の業務の方法について基本的事項を定め、もっ
てその業務の適正かつ効率的な運営に資することを目的とする。

(業務の執行 )

第 2条 センターの業務は、通則法及び高度専門医療に関する研究等を行 う独立行政法
人に関する法律 (平成 20年法律第 93号。以下 「法」という。)その他の関係法令
によるほか、この業務方法書に定めるところにより行 う。

(業務運営の基本方針 )

第 3条 センターは、法第 3条第 2項の目的を達成するため、厚生労働大臣から指示さ
れた中期 目標に基づき、業務の適正かつ効率的な運営に努めるものとする。

第 2章 業務の方法に関する事項

(セ ンターの行 う業務 )

第 4条 センターは、法第 14条の規定に基づき、次の業務を行 うものとする。
一 循環器病に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発を行 うこと。
二 前号に掲げる業務に密接に関連する医療を提供すること。
三 循環器病に係る医療に関し、技術者の研修を行 うこと。
四 前三号に掲げる業務に係る成果の普及及び政策の提言を行 うこと。
五 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行 うこと。
2 センターは、前項の業務のほか、同項の業務の遂行に支障のない範囲内で、その建
物の一部、設備、器械及び器具を、センターに勤務 しない医師、歯科医師その他の医

療関係者の診療又は研究若 しくは技術の開発のために利用させることができる。
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(緊急時の厚生労働大臣の要求)

第 5条 センターは、法第 24条第 1項の規定に基づき、厚生労働大臣から法第 14条
第 1号若しくは第 2号の業務のうち必要な業務の実施を求められたときは、正当な理
由がない限 り、その求めに応 じ、当該業務を実施することとする。

第 3章 業務の委託に関する基準

(業務の委託 )

第 6条 センターは、他に委託して実施することが効率的であると認める業務の一部を、
委託することができる。

2 センターは、委託先の選定に当たっては、受託の実績、財務内容、保有する設備等
の状況、当該業務に関する知見及び受託業務への習熟の程度を勘案 しつつ、委託費の

縮減等に十分に配慮するものとする。

3 センターは、業務を委託 しようとするときは、受託者と業務の委託に関する契約を    ~
締結するものとする。

第 4章 契約に関する基本的事項

(調達契約に関する基本的事項 )

第 7条 センターは、売買、貸借、請負その他の契約に関しては、競争入札を実施する
など品質の向上、費用の縮減等に十分に配慮した方法によるものとする。

2 センターは、売買、貸借、請負その他の契約に関しては、契約過程の透明性及び効
率性の向上を図るとともに、不正行為を防止するため必要な措置を講ずるものとする。

(契約の特例 )

第 8条  1994年 4月 15日 マラケシュで作成された政府調達に関する協定を実施す
るため、センターの締結する契約のうち当該協定の適用を受けるものに関する事務の

取扱いについては、別に定める。

(会計規程への委任 )

第 9条 この章に定めるもののほか、契約の方法その他のセンターが行 う契約に関して
必要な事項は、通貝J法第 49条の規定による規程で定める。

附 則

(施行期 日)

この業務方法書は、通則法第 28条第 1項の規定により厚生労働大臣の許可を受けた
日から施行し、平成 22年 4月 1日 から適用する。
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独立行政法人国立精神・神経医療研究センター業務方法書 (案 )



平成〇年○月〇 日認可

独立行政法人国立精神・神経医療研究センター業務方法書

目次
第 1章 総則 (第 1条―第 3条 )
第 2章 業務の方法に関する事項 (第 4条―第 5条 )
第 3章 業務の委託に関する基準 (第 6条 )
第 4章 契約に関する基本的事項 (第 7条―第 9条 )
附 貝」

第 1章  総  則

(目 的)

第 1条 この業務方法書は、独立行政法人通則法 (平成 11年法律第 103号。以下「通
貝」法」とい う。)第 28条第 1項の規定に基づき、独立行政法人国立精神 。神経医療
研究センター (以下「センター」という。)の業務の方法について基本的事項を定め、
もつてその業務の適正かつ効率的な運営に資することを目的とする。

(業務の執行 )

第 2条 センターの業務は、通則法及び高度専門医療に関する研究等を行 う独立行政法
人に関する法律 (平成 20年法律第 93号。以下 「法」とい う。)その他の関係法令
によるほか、この業務方法書に定めるところにより行 う。

(業務運営の基本方針 )

第 3条 センターは、法第 3条第 3項の目的を達成するため、厚生労働大臣から指示さ     |
れた中期 目標に基づき、業務の適正かつ効率的な運営に努めるものとする。

第 2章 業務の方法に関する事項

(センターの行う業務 )

第 4条 センターは、法第 15条の規定に基づき、次の業務を行 うものとする。
一 精神・神経疾患等に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発を行 うこと。
二 前号に掲げる業務に密接に関連する医療を提供すること。
三 精神保健に関し、調査及び研究を行 うこと。
四 精神・神経疾患等に係る医療及び精神保健に関し、技術者の研修を行 うこと。
五 前各号に掲げる業務に係る成果の普及及び政策の提言を行 うこと。
六 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行 うこと。
2 センターは、前項の業務のほか、同項の業務の遂行に支障のない範囲内で、その建
物の一部、設備、器械及び器具を、センターに勤務 しない医師、歯科医師その他の医

療関係者の診療又は研究若 しくは技術の開発のために利用させることができる。
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(緊急時の厚生労働大臣の要求)

第 5条 センターは、法第 24条第 1項の規定に基づき、厚生労働大臣から法第 15条
第 1号から第 3号までの業務のうち必要な業務の実施を求められたときは、正当な理

由がない限 り、その求めに応じ、当該業務を実施することとする。

第 3章 業務の委託に関する基準

(業務の委託)

第 6条 センターは、他に委託 して実施することが効率的であると認める業務の一部を、
委託することができる。

2 センターは、委託先の選定に当たっては、受託の実績、財務内容、保有する設備等
の状況、当該業務に関する知見及び受託業務への習熟の程度を勘案しつつ、委託費の

縮減等に十分に配慮するものとする。                   ~´
3 センターは、業務を委託 しようとするときは、受託者と業務の委託に関する契約を
締結するものとする。

第 4章 契約に関する基本的事項

(調達契約に関する基本的事項)

第 7条 センターは、売買、貸借、請負その他の契約に関しては、競争入札を実施する
など品質の向上、費用の縮減等に十分に配慮 した方法によるものとする。

2 センターは、売買、貸借、請負その他の契約に関しては、契約過程の透明性及び効
率性の向上を図るとともに、不正行為を防止するため必要な措置を講ずるものとする。

(契約の特例 )

第 8条  1994年 4月 15日 マラケシュで作成された政府調達に関する協定を実施す
るため、センターの締結する契約のうち当該協定の適用を受けるものに関する事務の

取扱いについては、別に定める。

(会計規程への委任 )

第 9条  この章に定めるもののほか、契約の方法その他のセンターが行 う契約に関して
必要な事項は、通貝」法第 49条の規定による規程で定める。

附 則

(施行期 日)

この業務方法書は、通則法第 28条第 1項の規定により厚生労働大臣の許可を受けた
日から施行 し、平成 22年 4月 1日 から適用する。
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独立行政法人国立国際医療研究センター業務方法書 (案 )



平成〇年○月○ 日認可

独立行政法人国立国際医療研究センター業務方法書

目次

第 1章 総則 (第 1条―第 3条 )
第 2章 業務の方法に関する事項 (第 4条―第 5条 )
第 3章 業務の委託に関する基準 (第 6条 )
第 4章 契約に関する基本的事項 (第 7条―第 9条 )
附 則

第 1章  総  則

(目 的)

第 1条 この業務方法書は、独立行政法人通則法 (平成 11年法律第 103号 。以下「通
則法Jと い う。)第 28条第 1項の規定に基づき、独立行政法人国立国際医療研究セ
ンター (以下 「センターJと いう。)の業務の方法について基本的事項を定め、もつ
てその業務の適正かつ効率的な運営に資することを目的とする。

(業務の執行 )

第 2条 センターの業務は、通貝J法及び高度専門医療に関する研究等を行 う独立行政法
人に関する法律 (平成 20年法律第 93号。以下 「法」という。)その他の関係法令
によるほか、この業務方法書に定めるところにより行 う。

(業務運営の基本方針 )

第 3条 センターは、法第 3条第 4項の目的を達成するため、厚生労働大臣から指示さ
れた中期目標に基づき、業務の適正かつ効率的な運営に努めるものとする。

第 2章 業務の方法に関する事項

(セ ンターの行 う業務 )

第 4条 センターは、法第 16条の規定に基づき、次の業務を行 うものとする。
一 感染症等に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発を行 うこと。
二 前号に掲げる業務に密接に関連する医療を提供すること。
三 医療に係る国際協力に関し、調査及び研究を行 うこと。
四 感染症等に係る医療及び医療に係る国際協力に関し、技術者の研修を行 うこと。
五 前各号に掲げる業務に係る成果の普及及び政策の提言を行 うこと。
六 国立高度専門医療研究センターの職員の養成及び研修を目的として看護に関する
学理及び技術の教授及び研究並びに研修を行 う施設を設置し、これを運営すること。
七 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行  うこと。
2 センターは、前項の業務のほか、同項の業務の遂行に支障のない範囲内で、その建
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物の一部、設備、器械及び器具を、センターに勤務 しない医師、歯科医師その他の医

療関係者の診療又は研究者 しくは技術の開発のために利用させることができる。

(緊急時の厚生労働大臣の要求 )

第 5条 センターは、法第 24条第 1項の規定に基づき、厚生労働大臣から法第 16条
第 1号若しくは第 2号の業務のうち必要な業務の実施を求められたときは、正当な理
由がない限 り、その求めに応じ、当該業務を実施することとする。

第 3章 業務の委託に関する基準

(業務の委託 )

第 6条 センターは、他に委託 して実施することが効率的であると認める業務の一部を、
委託することができる。

2 センターは、委託先の選定に当たつては、受託の実績、財務内容、保有する設備等     |
の状況、当該業務に関する知見及び受話業務への習熟の程度を勘案 しつつ、委託費の

縮減等に十分に配慮するものとする。

3 センターは、業務を委託 しようとするときは、受話者と業務の委託に関する契約を
締結するものとする。

|

第 4章 契約に関する基本的事項

(調達契約に関する基本的事項)                            |
第 7条 センタこは、売買、貸借、請負その他の契約に関しては、競争入札を実施する     |
など品質の向上、費用の縮減等に十分に配慮 した方法によるものとする。

2 センターは、売買、貸借、請負その他の契約に関しては、契約過程の透明性及び効
率性の向上を図るとともに、不正行為を防止するため必要な措置を講ずるものとする。

(契約の特例)

第 8条  1994年 4月 15日 マラケシュで作成された政府調達に関する協定を実施す
るため、センターの締結する契約のうち当該協定の適用を受けるものに関する事務の

取扱いについては、別に定める。

(会計規程への委任)

第 9条  この章に定めるもののほか、契約の方法その他のセンターが行 う契約に関して
必要な事項は、通則法第 49条の規定による規程で定める。

附 則

(施行期日)

-2-



この業務方法書は、通則法第 28条第 1項の規定により厚生労働大臣の許可を受けた
日から施行し、平成 22年 4月 1日 から適用する。
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独立行政法人国立成育医療研究センター業務方法書 (案 )

′`



平成〇年○月〇日認可

独立行政法人国立成育医療研究センター業務方法書

目次
第 1章 総則 (第 1条―第 3条 )
第 2章 業務の方法に関する事項 (第 4条―第 5条 )
第 3章 業務の委託に関する基準 (第 6条 )
第 4章 契約に関する基本的事項 (第 7条一第 9条 )
附 貝」

第 1章  総  則

(目 的)

第 1条  この業務方法書は、独立行政法人通則法 (平成 11年法律第 103号 。以下「通
則法」とい う。)第 28条第 1項の規定に基づき、独立行政法人国立成育医療研究セ
ンター (以下 「センター」という。)の業務の方法について基本的事項を定め、もつ
てその業務の適正かつ効率的な運営に資することを目的とする。

(業務の執行 )

第 2条 センターの業務は、通則法及び高度専門医療に関する研究等を行 う独立行政法
人に関する法律 (平成 20年法律第 93号。以下「法」とい う。)その他の関係法令
によるほか、この業務方法書に定めるところにより行 う。

(業務運営の基本方針 )

第 3条 センターは、法第 3条第 5項の目的を達成するため、厚生労働大臣から指示さ
れた中期 目標に基づき、業務の適正かつ効率的な運営に努めるものとするの

第 2章 業務の方法に関する事項

(セ ンターの行 う業務 )

第 4条 センターは、法第 17条の規定に基づき、次の業務を行 うものとする。
一 成育に係る疾患に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発を行 うこと。
二 前号に掲げる業務に密接に関連する医療を提供すること。
三 成育に係る疾患に係る医療に関し、技術者の研修を行 うこと。
四 前三号に掲げる業務に係る成果の普及及び政策の提言を行 うこと。
五 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行 うこと。
2 センターは、前項の業務のほか、同項の業務の遂行に支障のない範囲内で、その建
物の一部、設備、器械及び器具を、センターに勤務 しない医師、歯科医師その他の医

療関係者の診療又は研究若 しくは技術の開発のために利用 させることができる。

(緊急時の厚生労働大臣の要求)

-1-



第 5条 センターは、法第 24条第 1項の規定に基づき、厚生労働大臣から法第 17条
第 1号若 しくは第 2号の業務のうち必要な業務の実施を求められたときは、正当な理
由がない限 り、その求めに応じ、当該業務を実施することとする。

第 3章 業務の委託に関する基準

(業務の委託 )

第 6条 センターは、他に委託 して実施することが効率的であると認める業務の一部を、
委託することができる。

2 センターは、委託先の選定に当たっては、受託の実績、財務内容、保有する設備等
の状況、当該業務に関する知見及び受託業務への習熟の程度を勘案しつつ、委託費の

縮減等に十分に配慮するものとする。

3 センターは、業務を委託しようとするときは、受託者と業務の委託に関する契約を
締結するものとする。

第 4章 契約に関する基本的事項

(調達契約に関する基本的事項 )

第 7条 センターは、売買、貸借、請負その他の契約に関しては、競争入札を実施する
など品質の向上、費用の縮減等に十分に配慮した方法によるものとする。

2 センターは、売買、貸借、請負その他の契約に関しては、契約過程の透明性及び効
率性の向上を図るとともに、不正行為を防止するため必要な措置を講ずるものとする。

(契約の特例)

第 8条  1994年 4月 15日 マラケシュで作成された政府調達に関する協定を実施す
るため、センターの締結する契約のうち当該協定の適用を受けるものに関する事務の

取扱いについては、別に定める。

(会計規程への委任 )

第 9条 この章に定めるもののほか、契約の方法その他のセンターが行 う契約に関して
必要な事項は、通則法第 49条の規定による規程で定める。

附 則

(施行期 日)

この業務方法書は、通則法第 28条第 1項の規定により厚生労働大臣の許可を受けた
日から施行 し、平成 22年 4月 1日 から適用する。
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平成〇年〇月○日認可

独立行政法人国立長寿医療研究センター業務方法書

目次
第 1章 総則 (第 1条―第 3条 )
第 2章 業務の方法に関する事項 (第 4条―第 5条 )
第 3章 業務の委託に関する基準 (第 6条 )
第 4章 契約に関する基本的事項 (第 7条―第 9条 )
附 則

第 1章  総  則

(目 的)

第 1条 この業務方法書は、独立行政法人通則法 (平成 11年法律第 103号 。以下「通
則法」とい う。)第 28条第 1項の規定に基づき、独立行政法人国立長寿医療研究セ
ンター (以下 「センター」という。)の業務の方法について基本的事項を定め、もつ
てその業務の適正かつ効率的な運営に資することを目的とする。

(業務の執行)

第 2条 センターの業務は、通則法及び高度専門医療に関する研究等を行 う独立行政法
人に関する法律 (平成 20年法律第 93号。以下 「法」とい う。)その他の関係法令
によるほか、この業務方法書に定めるところにより行 う。

(業務運営の基本方針 )

第 3条 センターは、法第 3条第 6項の目的を達成するため、厚生労働大臣から指示さ
れた中期目標に基づき、業務の適正かつ効率的な運営に努めるものとする。

第 2章 業務の方法に関する事項

(セ ンターの行 う業務 )

第 4条 センターは、法第 18条の規定に基づき、次の業務を行 うものとする。
一 加齢に伴って生ずる心身の変化に関し、調査及び研究を行 うこと。
二 加齢に伴 う疾患に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発を行 うこと。
三 前号に掲げる業務に密接に関連する医療を提供すること。
四 加齢に伴 う疾患に係る医療に関し、技術者の研修を行 うこと。
五 前各号に掲げる業務に係る成果の普及及び政策の提言を行 うこと。
六 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行 うこと。

2 センターは、前項の業務のほか、同項の業務の遂行に支障のない範囲内で、その建
物の一部、設備、器械及び器具を、センターに勤務 しない医師、歯科医師その他の医
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療関係者の診療又は研究若 しくは技術の開発のために利用させることができる。

(緊急時の厚生労働大臣の要求)

第 5条 センターは、法第 24条第 1項の規定に基づき、厚生労働大臣から法第 18条
第 1号から第 3号までの業務のうち必要な業務の実施を求められたときは、正当な理
由がない限 り、その求めに応じ、当該業務を実施することとする。

第 3章 業務の委託に関する基準

(業務の委託 )

第 6条 センターは、他に委託 して実施することが効率的であると認める業務の一部を、
委託することができる。

2 センターは、委託先の選定に当たっては、受託の実績、財務内容、保有する設備等
の状況、当該業務に関する知見及び受託業務への習熟の程度を勘案tつつ、委託費の
縮減等に十分に配慮するものとする。

3 センターは、業務を委託 しようとするときは、受託者と業務の委託に関する契約を
締結するものとする。

第 4章 契約に関する基本的事項

(調達契約に関する基本的事項 )

第 7条 センターは、売買、貸借、請負その他の契約に関しては、競争入札を実施する
など品質の向上、費用の縮減等に十分に配慮 した方法によるものとする。

2 センターは、売買、貸借、請負その他の契約に関しては、契約過程の透明性及び効
率性の向上を図るとともに、不正行為を防止するため必要な措置を講ずるものとする。

(契約の特例 )

第 8条  1994年 4月 15日 マラケシュで作成 された政府調達に関する協定を実施す
るため、センターの締結する契約のうち当該協定の適用を受けるものに関する事務の

取扱いについては、別に定める。

(会計規程への委任 )

第 9条  この章に定めるもののほか、契約の方法その他のセンターが行 う契約に関して
必要な事項は、通則法第 49条の規定による規程で定める。

附 則

(施行期 日)

この業務方法書は、通則法第 28条第 1項の規定により厚生労働大臣の許可を受けた
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日から施行 し、平成 22年 4月 1日 から適用する。
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国立高度専門医療研究センター業務方法書 (案 )
独立行政法人国立がん研究センタ

ー業務方法書 (案 )

独立行政法人国立循環器病研究セ

ンター業務方法書 (案 )

独立行政法人国立精神・神経医療

研究センター業務方法書 (案 )

独立行政法人国立国際医療研究セ

ンター業務方法書 (案 )

独立行政法人国立成育医療研究セ

ンター業務方法書 (案 )

独立行政法人国立長寿医療研究セ

ンター業務方法書 (案 )

平成○〇年○月○日

独立行政法人国立がん研究センタ
ー業務方法書

目次
第1章 総則 (第 1条―第3条 )
第2章 業務の方法に関する事
項 (第 4条―第5条 )
第3章 業務の委託に関する基
準 (第 6条 )
第4章 契約に関する基本的事
項 (第 7条一第9条 )
附 則

第1章  総 則

(目 的)

第1条 この業務方法書は、独立行

政法人通則法 (平成11年法律第

103号。以下「通則法」という。)第

28条第1項の規定に基づき、独

立行政法人国立がん研究センタ

ー (以下「センター」という。)の業

務の方法について基本的事項を

定め、もつてその業務の適正かつ

効率的な運営に資することを目的

とする。

(業務の執行)

第2条 センターの業務は、通則法

及び高度専門医療に関する研究

等を行う独立行政法人に関する

法律 (平成20年法律第93号。以

下「法」という。)その他の関係法

令によるほか、この業務方法書に

定めるところにより行う。

(業務運営の基本方針 )

第3条 センターは、法第3条第1項

平成○〇年○月○日

独立行政法人国立循環器病研究セ
ンター業務方法書

目次
第1章 総則 (第 1条一第3条 )
第2章 業務の方法に関する事

項 (第4条一第5条 )
第3章 業務の委託に関する基
準 (第 6条 )
第4章 契約に関する基本的事
項 (第7条―第9条 )
附 貝J

第1章  総 則

(目 的)

第1条 この業務方法書は、独立行

政法人通則法 (平成11年法律第

103号。以下「通則法」という。)第

28条第1項の規定に基づき、独

立行政法人国立循環器病研究セ

ンター (以下「センター」という。)

の業務の方法について基本的事

項を定め、もつてその業務の適正

かつ効率的な運営に資することを

目的とする。

(業務の執行)

第2条 センターの業務は、通則法

及び高度専門医療に関する研究

等を行う独立行政法人に関する

法律 (平成20年法律第93号。以

下「法」という。)その他の関係法

令によるほか、この業務方法書に

定めるところにより行う。

(業務運営の基本方針 )

第3条 センターは、法第3条第2項

平成〇〇年○月○日

独立行政法人国立精神。ネ申経医療
研究センター業務方法書

目次
第1章 総則 (第 1条―第3条 )
第2章 業務の方法に関する事

項 (第 4条一第5条 )

第3章 業務の委託に関する基
準 (第6条 )
第4章 契約に関する基本的事
項 (第7条―第9条 )
附 則

第1章  総 則

(目 的)

第1条 この業務方法書は、独立行

政法人通則法 (平成11年法律第

103号。以下「通則法」という。)第

28条第1項の規定に基づき、独

立行政法人国立精神・ネ申経医療

研究センター (以下「センター」と

いう。)の業務の方法について基

本的事項を定め、もつてその業務

の適正かつ効率的な運営に資す

ることを目的とする。

(業務の執行)

第2条 センターの業務は、通則法

及び高度専門医療に関する研究

等を行う独立行政法人に関する

法律 (平成20年法律第93号。以

下「法」という。)その他の関係法

令によるほか、この業務方法書に

定めるところにより行う。

(業務運営の基本方針 )

第3条 センターは、法第3条第3項

平成○〇年○月○日

独立行政法人国立国際医療研究セ
ンター業務方法書

目次
第1章 総輿1(第 1条一第3条 )
第2章 業務の方法に関する事
項 (第4条一第5条 )
第3章 業務の委託に関する基
準 (第6条 )
第4章 契約に関する基本的事
項 (第 7条―第9条 )
附 則

第1章  総 則

(目 的)

第1条 この業務方法書は、独立行

政法人通則法 (平成11年法律第

103号。以下「通則法」という。)第

28条第1項の規定に基づき、独

立行政法人国立国際医療研究セ

ンター (以下「センター」という。)

の業務の方法について基本的事

項を定め、もつてその業務の適正

かつ効率的な運営に資することを

目的とする。

(業務の執行)

第2条 センターの業務は、通則法

及び高度専門医療に関する研究

等を行う独立行政法人に関する

法律 (平成20年法律第93号。以

下「法」という。)その他の関係法

令によるほか、この業務方法書に

定めるところにより行う。

(業務運営の基本方針)

第3条 センターは、法第3条第4項

平成○〇年○月○日

独立行政法人国立成育医療研究セ
ンター業務方法書

目次
第1章 総則 (第 1条―第3条 )
第2章 業務の方法に関する事
項 (第4条一第5条 )

第3章 業務の委託に関する基
準 (第6条 )
第4章 契約に関する基本的事
項 (第7条一第9条 )
附 則

第1章  総 則

(目 的)

第1条 この業務方法書は、独立行

政法人通則法 (平成11年法律第

103号。以下「通則法」という。)第

28条第1項の規定に基づき、独

立行政法人国立成育医療研究セ

ンター (以 下「センター」という。)

の業務の方法について基本的事

項を定め、もつてその業務の適正

かつ効率的な運営に資することを

目的とする。

(業務の執行)

第2条 センターの業務は、通則法

及び高度専門医療に関する研究

等を行う独立行政法人に関する

法律 (平成20年法律第93号。以

下「法」という。)その他の関係法

令によるほか、この業務方法書に

定めるところにより行う。

(業務運営の基本方針 )

第3条 センターは、法第3条第5項

平成○〇年○月○日

独立行政法人国立長寿医療研究セ
ンター業務方法書

目次
第1章 総則 (第 1条―第3条 )
第2章 業務の方法に関する事
項 (第4条―第5条 )
第3章 業務の委託に関する基
準 (第6条 )
第4章 契約に関する基本的事
項 (第 7条―第9条 )
附 則

第1章  総 則

(目 的)

第1条 この業務方法書は、独立行

政法人通則法 (平成11年法律第

103号。以下「通則法」という。)第

28条第1項の規定に基づき、独

立行政法人国立長寿医療研究セ

ンター (以下「センター」という。)

の業務の方法について基本的事

項を定め、もつてその業務の適正

かつ効率的な運営に資することを

目的とする。

(業務の執行)

第2条 センターの業務は、通則法

及び高度専門医療に関する研究

等を行う独立行政法人に関する

法律 (平成20年法律第93号。以

下「法Jという。)その他の関係法

令によるほか、この業務方法書に

定めるところにより行う。

(業務運営の基本方針)

第3条 センターは、法第3条第6項



の目的を達成するため、厚生労

働大臣から指示された中期目標

に基づき、業務の適正かつ効率

的な運営に努めるものとする。

第2章 業務の方法に関する事項

(センターの行う業務)

第4条 センターは、法第13条の規

定に基づき、次の業務を行うもの

とする。

一 カゞんその他の悪性新生物に

係る医療に関し、調査、研究及

び技術の開発を行うこと。

二 前号に掲げる業務に密接に

関連する医療を提供すること。

三 がんその他の悪性新生物に

係る医療に関し、技術者の研

修を行うこと。

四 前三号に掲げる業務に係る

成果の普及及び政策の提言を

イ子うこと。

五 前各号に掲げる業務に附帯

する業務を行うこと。

センターは、前項の業務のほか、

同項の業務の遂行に支障のない

範囲内で、その建物の一部、設

備、器械及び器具を、センターに

勤務しない医師、歯科医師その

他の医療関係者の診療又は研

究若しくは技術の開発のために

利用させることができる。

の目的を達成するため、厚生労

働大臣から指示された中期 目標

に基づき、業務の適正かつ効率

的な運営に努めるものとする。

第2章 業務の方法に関する事項

(センターの行う業務)

第4条 センターは、法第14条の規

定に基づき、次の業務を行うもの

とする。

一 循環器病に係る医療に関し、

調査、研究及び技術の開発を

イ子うこと。

二 前号に掲げる業務に密接に

関連する医療を提供すること。

三 循環器病に係る医療に関し、

技術者の研修を行うこと。

四 前三号に掲げる業務に係る

成果の普及及び政策の提言を

イテうこと。

五 前各号に掲げる業務に附帯

する業務を行うこと。

2センターは、前項の業務のほか、
同項の業務の遂行に支障のない

範囲内で、その建物の一部、設

備、器械及び器具を、センターに

勤務しない医師、歯科医師その

他の医療関係者の診療又は研

究若しくは技術の開発のために

利用させることができる。

の目的を達成するため、厚生労

働大臣から指示された中期目標

に基づき、業務の適正かつ効率

的な運営に努めるものとする。

第2章 業務の方法に関する事項

(センターの行う業務)

第4条 センターは、法第15条の規

定に基づき、次の業務を行うもの

とする。

一 精神・ネ申経疾患等に係る医療

に関し、調査、研究及び技術

の開発を行うこと。

二 前号に掲げる業務に密接に

関連する医療を提供すること。

三 精神保健に関し、調査及び

研究を行うこと。

四 精神・神経疾患等に係る医療

及び精神保健に関し、技術者

の研修を行うこと。

五 前各号に掲げる業務に係る

成果の普及及び政策の提言を

行うこと。

六 前各号に掲げる業務に附帯

する業務を行うこと。

センターは、前項の業務のほか、

同項の業務の遂行に支障のない

範囲内で、その建物の一部、設

備、器械及び器具を、センターに

勤務しない医師、歯科医師その

他の医療関係者の診療又は研

究若しくは技術の開発のために

利用させることができる。

の目的を達成するため、厚生労

働大臣から指示された中期 目標

に基づき、業務の適正かつ効率

的な運営に努めるものとする。

第2章 業務の方法に関する事項

(センターの行う業務)

第4条 センターは、法第16条の規

定に基づき、次の業務を行うもの

とする。

一 感染症等に係る医療に関し、

調査、研究及び技術の開発を
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関連する医療を提供すること。

三 医療に係る国際協力に関し、

調査及び研究を行うこと。

四 感染症等に係る医療及び医

療に係る国際協力に関し、技

術者の研修を行うこと。

五 前各号に掲げる業務に係る

成果の普及及び政策の提言を

イテうこと。

六 国立高度専門医療研究セン

ターの職員の養成及び研修を

目的として看護に関する学理

及び技術の教授及び研究並

びに研修を行う施設を設置し、

これを運営すること。

七 前各号に掲げる業務に附帯

する業務を行うこと。

2センターは、前項の業務のほか、
同項の業務の遂行に支障のない

範囲内で、その建物の一部、設

備、器械及び器具を、センターに

勤務しない医師、歯科医師その

他の医療関係者の診療又は研

究若しくは技術の開発のために

利用させることができる。

の目的を達成するため、厚生労

働大臣から指示された中期目標

に基づき、業務の適正かつ効率

的な運営に努めるものとする。

第2章 業務の方法に関する事項

(センターの行う業務)

第4条 センターは、法第17条の規

定に基づき、次の業務を行うもの

とする。

一 成育に係る疾患に係る医療

に関し、調査、研究及び技術

の開発を行うこと。

二 前号に掲げる業務に密接に

関連する医療を提供すること。

三 成育に係る疾患に係る医療

に関し、技術者の研修を行うこ

と。

四 前三号に掲げる業務に係る

成果の普及及び政策の提言を

イテうこと。

五 前各号に掲げる業務に附帯

する業務を行うこと。

センターは、前項の業務のほか、

同項の業務の遂行に支障のない

範囲内で、その建物の一部、設

備、器械及び器具を、センターに

勤務しない医師、歯科医師その

他の医療関係者の診療又は研

究若しくは技術の開発のために

利用させることができる。

の目的を達成するため、厚生労

働大臣から指示された中期目標

に基づき、業務の適正かつ効率

的な運営に努めるものとする。

第2章 業務の方法に関する事項

(センターの行う業務)

第4条 センターは、法第18条の規

定に基づき、次の業務を行うもの

とする。

一 カロ齢に伴つて生ずる心身の

変化に関し、調査及び研究を

イテうこと。

二 カロ齢に伴う疾患に係る医療に

関し、調査、研究及び技術の

開発を行うこと。

三 前号に掲げる業務に密接に

関連する医療を提供すること。

四 カロ齢に伴う疾患に係る医療に

関し、技術者の研修を行うこ

と。

五 前各号に掲げる業務に係る

成果の普及及び政策の提言を

行うこと。

六 前各号に掲げる業務に附帯

する業務を行うこと。

センターは、前項の業務のほか、

同項の業務の遂行に支障のない

範囲内で、その建物の一部、設

備、器械及び器具を、センターに

勤務しない医師、歯科医師その

他の医療関係者の診療又は研

究若しくは技術の開発のために

利用させることができる。



(緊急時の厚生労働大臣の要求)

第5条 センターは、法第24条第 1

項の規定に基づき、厚生労働大

臣から法第13条第1号若しくは第

2号の業務のうち必要な業務の実

施を求められたときは、正当な理

由がない限り、その求めに応じ、

当該業務を実施することとする。

第3章 業務の委託に関する基準

(業務の委託)

第6条 センターは、他に委託して

実施することが効率的であると認

める業務の一部を、委託すること

ができる。

2センターは、委託先の選定に当
たつては、受託の実績、財務内

容、保有する設備等の状況、当

該業務に関する知見及び受託業

務への習熟の程度を勘案しつ

つ、委託費の縮減等に十分に配

慮するものとする。

3センターは、業務を委託しようと
するときは、受託者と業務の委託

に関する契約を締結するものとす

る。

第4章 契約に関する基本的事項

(調達契約に関する基本的事項)

第7条 センターは、売買、貸借、請

負その他の契約に関しては、競

争入札を実施するなど品質の向

上、費用の縮減等に十分に配慮

した方法によるものとする。

2センターは、売買、貸借、請負そ
の他の契約に関しては、契約過

程の透明性及び効率性の向上を

(緊急時の厚生労働大臣の要求)

第5条 センターは、法第24条第 1

項の規定に基づき、厚生労働大

臣から法第14条第1号若しくは第

2号の業務のうち必要な業務の実

施を求められたときは、正当な理

由がない限り、その求めに応じ、

当該業務を実施することとする。

第3章 業務の委託に関する基準

(業務の委託)

第6条 センターは、他に委託して

実施することが効率的であると認

める業務の一部を、委託すること

ができる。

2センターは、委託先の選定に当
たつては、受話の実績、財務内

容、保有する設備等の状況、当

該業務に関する知見及び受託業

務への習熟の程度を勘案しつ

つ、委託費の縮減等に十分に配

慮するものとする。

3センターは、業務を委託しようと
するときは、受話者と業務の委託

に関する契約を締結するものとす

る。

第4章 契約に関する基本的事項

(調達契約に関する基本的事項)

第7条 センターは、売買、貸借、請

負その他の契約に関しては、競

争入札を実施するなど品質の向

上、費用の縮減等に十分に配慮

した方法によるものとする。

2センターは、売買、貸借、請負そ
の他の契約に関しては、契約過

程の透明性及び効率性の向上を

(緊急時の厚生労働大臣の要求)

第5条 センターは、法第24条第 1

項の規定に基づき、厚生労働大

臣から法第15条第1号から第3号

までの業務のうち必要な業務の実

施を求められたときは、正当な理

由がない限り、その求めに応じ、

当該業務を実施することとする。

第3章 業務の委託に関する基準

(業務の委託)

第6条 センターは、他に委託して

実施することが効率的であると認

める業務の一部を、委託すること

ができる。

2センターは、委託先の選定に当
たっては、受託の実績、財務内

容、保有する設備等の状況、当

該業務に関する知見及び受託業

務への習熟の程度を勘案しつ

つ、委託費の縮減等に十分に配

慮するものとする。

3センターは、業務を委託しようと
するときは、受託者と業務の委託

に関する契約を締結するものとす

る。

第4章 契約に関する基本的事項

(調達契約に関する基本的事項)

第7条 センターは、売買、貸借、請

負その他の契約に関しては、競

争入札を実施するなど品質の向

上、費用の縮減等に十分に配慮

した方法によるものとする。

2センターは、売買、貸借、請負そ
の他の契約に関しては、契約過

程の透明性及び効率性の向上を

(緊急時の厚生労働大臣の要求)

第5条 センターは、法第24条第 1

項の規定に基づき、厚生労働大

臣から法第16条第1号若しくは第

2号の業務のうち必要な業務の実

施を求められたときは、正当な理

由がない限り、その求めに応じ、

当該業務を実施することとする。

第3章 業務の委託に関する基準

(業務の委託)

第6条 センターは、他に委託して

実施することが効率的であると認

める業務の一部を、委託すること

ができる。

2センターは、委託先の選定に当
たつては、受託の実績、財務内

容、保有する設備等の状況、当

該業務に関する知見及び受託業

務への習熟の程度を勘案しつ

つ、委託費の縮減等に十分に配

慮するものとする。

3センターは、業務を委託しようと
するときは、受託者と業務の委託

に関する契約を締結するものとす

る。

第4章 契約に関する基本的事項

(調達契約に関する基本的事項)

第7条 センターは、売買、貸借、請

負その他の契約に関しては、競

争入札を実施するなど品質の向

上、費用の縮減等に十分に配慮

した方法によるものとする。

2センターは、売買、貸借、請負そ
の他の契約に関しては、契約過

程の透明性及び効率性の向上を

(緊急時の厚生労働大臣の要求)

第5条 センターは、法第24条第 1

項の規定に基づき、厚生労働大

臣から法第17条第1号若しくは第

2号の業務のうち必要な業務の実

施を求められたときは、正当な理

由がない限り、その求めに応じ、

当該業務を実施することとする。

第3章 業務の委託に関する基準

(業務の委託)

第6条 センターは、他に委託して

実施することが効率的であると認

める業務の一部を、委託すること

ができる。

2センターは、委託先の選定に当
たっては、受託の実績、財務内

容、保有する設備等の状況、当

該業務に関する知見及び受話業

務への習熟の程度を勘案しつ

つ、委託費の縮減等に十分に配

慮するものとする。

3センターは、業務を委託しようと
するときは、受託者と業務の委託

に関する契約を締結するものとす

る。

第4章 契約に関する基本的事項

(調達契約に関する基本的事項)

第7条 センターは、売買、貸借、請

負その他の契約に関しては、競

争入札を実施するなど品質の向

上、費用の縮減等に十分に配慮

した方法によるものとする。

2センターは、売買、貸借、請負そ
の他の契約に関しては、契約過

程の透明性及び効率性の向上を

(緊急時の厚生労働大臣の要求)

第5条 センターは、法第24条第 1

項の規定に基づき、厚生労働大

臣から法第18条第1号から第3号

までの業務のうち必要な業務の実

施を求められたときは、正当な理

由がない限り、その求めに応じ、

当該業務を実施することとする。

第3章 業務の委託に関する基準

(業務の委託)

第6条 センターは、他に委託して

実施することが効率的であると認

める業務の一部を、委託すること

ができる。

2センターは、委託先の選定に当
たつては、受託の実績、財務内

容、保有する設備等の状況、当

該業務に関する知見及び受託業

務への習熟の程度を勘案しつ

つ、委託費の縮減等に十分に配

慮するものとする。

3センターは、業務を委託しようと
するときは、受託者と業務の委託

に関する契約を締結するものとす

る。

第4章 契約に関する基本的事項

(調達契約に関する基本的事項)

第7条 センターは、売買、貸借、請

負その他の契約に関しては、競

争入札を実施するなど品質の向

上、費用の縮減等に十分に配慮

した方法によるものとする。

2センターは、売買、貸借、請負そ
の他の契約に関しては、契約過

程の透明性及び効率性の向上を

3



図るとともに、不正行為を防止す

るため必要な措置を講ずるものと

する。

(契約の特例)

第8条 1994年4月 15日 マラケシュ

で作成された政府調達に関する

協定を実施するため、センターの

締結する契約のうち当該協定の

適用を受けるものに関する事務の

取扱いについては、別に定める。

(会計規程への委任)

第9条 この章に定めるもののほか、

契約の方法その他のセンターが

行う契約に関して必要な事項は、

通則法第49条の規定による規程

で定める。

(施行期日)

この業務方法書は、通則法第28

条第1項の規定により厚生労働大臣

の許可を受けた日から施行し、平成

22年4月 1日 から適用する。

図るとともに、不正行為を防止す

るため必要な措置を講ずるものと

する。

(契約の特Fll)

第8条 1994年 4月 15日 マラケシュ

で作成された政府調達に関する

協定を実施するため、センターの

締結する契約のうち当該協定の

適用を受けるものに関する事務の

取扱いについては、別に定める。

(会計規程への委任)

第9条 この章に定めるもののほか、

契約の方法その他のセンターが

行う契約に関して必要な事項は、

通則法第49条の規定による規程

で定める。

(施行期日)

この業務方法書は、通則法第28

条第1項の規定により厚生労働大臣

の許可を受けた日から施行し、平成

22年 4月 1日から適用する。

図るとともに、不正行為を防止す

るため必要な措置を講ずるものと

する。

(契約の特例)

第8条 1994年4月 15日 マラケシュ

で作成された政府調達に関する

協定を実施するため、センターの

締結する契約のうち当該協定の

適用を受けるものに関する事務の

取扱いについては、別に定める。

(会計規fiへの委任)

第9条 この章に定めるもののほか、

契約の方法その他のセンターが

行う契約に関して必要な事項は、

通則法第49条の規定による規程

で定める。

(施行期日)

この業務方法書は、通則法第28

条第1項の規定により厚生労働大臣

の許可を受けた日から施行し、平成

22年 4月 1日から適用する。

図るとともに、不正行為を防止す

るため必要な措置を講ずるものと

する。

(契約の特例)

第8条 1994年 4月 15日 マラケシュ

で作成された政府調達に関する

協定を実施するため、センターの

締結する契約のうち当該協定の

適用を受けるものに関する事務の

取扱いについては、別に定める。

(会計規程への委任)

第9条 この章に定めるもののほか、

契約の方法その他のセンターが

行う契約に関して必要な事項は、

通則法第49条の規定による規程

で定める。

(施行期日)

この業務方法書は、通則法第28

条第1項の規定により厚生労働大臣

の許可を受けた日から施行し、平成

22年4月 1日 から適用する。

図るとともに、不正行為を防止す

るため必要な措置を講ずるものと

する。

(契約の特例)

第8条 1994年 4月 15日 マラケシュ

で作成された政府調達に関する

協定を実施するため、センターの

締結する契約のうち当該協定の

適用を受けるものに関する事務の

取扱いについては、別に定める。

(会計規程への委任)

第9条 この章に定めるもののほか、

契約の方法その他のセンターが

行う契約に関して必要な事項は、

通則法第49条の規定による規程

で定める。

(施行期日)

この業務方法書は、通則法第28

条第1項の規定により厚生労働大臣

の許可を受けた日から施行し、平成

22年 4月 1日から適用する。

図るとともに、不正行為を防止す

るため必要な措置を講ずるものと

する。

(契約の特例)

第8条 1994年 4月 15日 マラケシュ

で作成された政府調達に関する

協定を実施するため、センターの

締結する契約のうち当該協定の

適用を受けるものに関する事務の

取扱いについては、別に定める。

(会計規程への委任)

第9条 この章に定めるもののほか、

契約の方法その他のセンターが

行う契約に関して必要な事項は、

通則法第49条の規定による規程

で定める。

(施行期日)

この業務方法書は、通則法第28

条第1項の規定により厚生労働大臣

の許可を受けた日から施行し、平成

22年 4月 1日 から適用する。

4



高度専門医療研究部会における長期借入金及び債券発行に係る

意見の取扱いについて (案 )

○ 国立高度専門医療研究センターの長期借入金及び債券発行について、厚生労働大臣が
認可をしようとするときは、あらかじめ、厚生労働省の独立行政法人評価委員会の意見

を聴かなければならないこととされている (高度専門医療に関する研究等を行う独立行

政法人に関する法律第21条第 3項 )。
また、当該長期借入金及び債券の償還計画についても、毎事業年度、厚生労働大臣が

認可をしようとするときは、あらかじめ、評価委員会の意見を聴かなければならないこ

ととされている (高度専門医療に関する研究等を行う独立行政法人に関する法律第23
条第2項 )。

○ 長期借入金及び債券発行については、通常、年度中数次にわたつて行われることから、
個別の認可の都度、部会の意見をいただく形に代えて、第 3回高度専門医療研究部会に

おける了承の下に、以下のような取扱いとする。

【高度専門医療研究部会における長期借入金及び債券発行に係る意見の取扱い】

① 年度を通じた「長期借入金計画」及び「債券発行計画」について、あらかじめ、部
会の了承をいただく (これらの「償還計画」と併せて審議)。       .

③ 仮に、長期借入金計画及び債券発行計画の範囲を超える事態が生じた場合には、改
めて部会で審議をいただくこととする。

※ 長期借入金及び債券発行に係る意見については、厚生労働省独立行政法人評価委員
会令、同運営規程等に基づき、部会の議決を評価委員会の議決とする事項とされている。

② 長期借入金及び債券発行の個別の認可に際しては、部会長において、部会が了承し
た長期借入金計画及び債券発行計画の範囲内のものであることを確認いただき、了承

を得ることをもって、部会の意見をいただいたという取扱いとする。

また、当該了承事項については、直近の部会において報告する。

|      |
…Wr耀■_¨ Ⅲ…… …
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独立行政法人国立がん研究センター長期借入金計画 (案 )

独立行政法人国立がん研究センターは、がんその他の悪性新生物に係る医療に関し、

調査、研究及び技術の開発並びにこれらの業務に密接に関連する医療の提供、技術者の

研修等を行うことにより、国の医療政策として、がんその他の悪性新生物に関する高度

かつ専門的な医療の向上を図り、もつて公衆衛生の向上及び増進に寄与することを目的

としている。

この目的を達成するために行うセンターの更新築等整備に必要な資金について、財政

融資資金からの借入れを行うものである。

【平成22年度計画額】 (単位 :百万円)

分区
財政融資資金

医療機器整備 施設設備整備

計  画  額 1,884 公
υ

ｎ
υ

【借入条件】

借 入 金 の 使 途 医療機器整備 施設設備整備

償 遅 期 間 6年 25年以内 (う ち据置5年 )

借  入  利  率
借入日の財政融資資金借入金利によ
る

(参考 :H22224現 在06%)

借入日の財政融資資金借入金利によ
る

(参考 :H22224現在13%)



独立行政法人国立循環器病研究センター長期借入金計画 (案 )

独立行政法人国立循環器病研究センターは、循環器病に係る医療に関し、調査、研究

及び技術の開発並びにこれらの業務に密接に関連する医療の提供、技術者の研修等を行

うことにより、国の医療政策として、循環器病に関する高度かつ専門的な医療の向上を

図り、もつて公衆衛生の向上及び増進に寄与することを目的としている。
この目的を達成するために行うセンターの更新築等整備に必要な資金について、財政

融資資金からの借入れを行うものである。

【平成22年度計画額】 (単位 :百万円)

分区
財政融資資金

医療機器整備 施設設備整備

計  画  額 300 0

【借入条件】

借 入 金 の 使 途 医療機器整備 施設設備整備

償 還 期 間 6年 25年以内 (う ち据置5年 )

借 入
一本 率

借入日の財政融資資金借入金利によ
る

(参考 :H22224現在06%)

借入日の財政融資資金借入金利によ
る

(参考 :H22224現在13%)



独立行政法人国立国際医療研究センター長期借入金計画 (案 )

独立行政法人国立国際医療研究センターは、感染症その他の疾患であつて、その適

切な医療の確保のために海外における症例の収集その他国際的な調査及び研究を特に

必要とするものに係る医療並びに医療に係る国際協力に関し、調査、研究及び技術の

開発並びにこれらの業務に密接に関連する医療の提供、技術者の研修等を行うことに

より、国の医療政策として、感染症等に関する高度かつ専門的な医療、医療に係る国

際協力等の向上を図り、もつて公衆衛生の向上及び増進に寄与することを目的として

いる。

この目的を達成するために行うセンターの更新築等整備に必要な資金について、財

政融資資金からの借入れを行うものである。

【平成22年度計画額】 (単位 :百万円)

区 分
財政融資資金

医療機器整備 施設設備整備

計  画  額 0
（
υ
ｎ
υ
７
／

【借入条件】

借 入 金 の 使 途 医療機器整備 施設設備整備

償 還 期 間 6年 25年以内 (う ち据置5年 )

借 ‐入  利  率
借入日の財政融資資金借入金利によ
る

(参考 :H22224現在06%)

借入日の財政融資資金借入金和1に よ
る

(参考 :H22224現在13%)



資料 2-3

独立行政法人国立がん研究センター償還計画 (案 )

【平成22年度償還計画】

区 分 財政融資資金

平成21年度末借入金残高 (A) 17,065,445

平成22年度借入金 (B) 2,800,000

平成22年度元金償還額 (C) 1,584,
う
０
０
０
へ
υ

平成22年度末借入金残高 (A)+(B)― (C) 18,281,362

【参考 :平成22年度以降の償還額】

年 f 7E 和| ヨ 入 金 残 高

平  成  22 4 F 1,584,083 464,496 18,281,362

平 成 23年 度 2,068,128 458,235 16,213,
民
υ
つ
０
う
４

平 成 24年 度 2,055,810 399,145 4,157,425

平 成 25年 度 2,024,696 339,775 12,132,728

平 成 26年 度 1,997,195 282,347 10,135,534
平  成  27 娑F 度 1,930,848 227,522 8,204,685

平 成 28年 度 1,807,043 177,781 6,3971643
平 成 29年 度 1,312.868 138,033 5,084,775

平 成 30年 度 1 175,
ｎ
υ
０
０

フ
′
（
υ

И
十
Ｏ
υ 3,908,884

平 成 31 年 度 996,270 79,113 2,912,614
平  成  32 ιF 709,610 55,612 2,203,004
平 成 33年 月度 513,988 39,201 1,689,015

平  成  34 ` F 〓
え 316.841 29,158 1,372,174

平  成  35 娑F 度 163,478 И
十
つ

」

公
υ
（
υ 1,208,696

平  成  36 イF    』一まＲ 124,815
り

ι
И
十
０晨
υ 1,083,881

平 成 37年 度 123,689 19,331 960,192

平 成 38年 』 118,958 17, 192 841,234

平 成 39年 月 113,755
民
υ

（
υ
う
０ 727,478

平  成  40 ∠F    』 ハ
υ

晨
０

う
０

う
０

う
ι
う
０ 617,163

平  成  41 年  度 ｎ
Ｖ

Ｅ
０

う
０ 11 152 506,848

平 成 42年 度 106.277 9,
７
′
Ｏ
Ｏ 400,571

301,792平 成 43年 度 98,779 7,297

平 成 44年 度 98,216 5,500 203,576
平 成 45年 涯

酢
叉 88,637 3,440 114,938

平 成 46年 月
ｎ
υ
晨
υ

●
４
員
υ 2.151

Ｌ
υ
И
十

公
υ
０
０
７
′

平 成 47年 月 45,786 ４●
‘
０
０ 0

A
「
l 計

Ｏ
υ 865.

員
υ
И
十
月
十 2,947,511

平成 22年度までの借入金に基づく償還額であり、平成 23年度以降の計画は含んでい い 。



独立行政法人国立循環器病研究センター償還計画 (案 )

【平成22年度償還計画】

区 分 財政融資資金

平成21年度末借入金残高 (A) 2,149,413

平成22年度借入金 (B) 300,000

平成22年度元金償還額 (C) 174,468

平成22年度末借入金残高 (A)十 (B)― (C) 2,274,945

【参考 :平成22年度以降の償還額】

年 [ j7E 金 ] 入 金 現

平  成  22 4
「
    [ 174,468 29,340

30,293
2,274,945

平 成 23年 月
キ
又 307.768 1,967,177

1,659,410平  成  24 1「  度 307,767 Ｅ
υ
り

４
ｎ
Ｖ
フ
′
α
υ

平 成 25年 度 309,000 20,945 1,350,410
平 成 26年 度 312,727 16 185 1,037,683
平 成 27年 度 300,141 11,409 737.542
平 成  28 年 辛

ｔ 270,426 7 198 467,116
平 成 29年 度 171,980 4,302 295,136
平 成 30年 度 138,670 2,708 156,466
平  成  31 年  度 88,260 1514 Ｏ

Ｏ
公
υ

ｒ
Ｕ
ｎ
υ
り
乙

平 成 32年 度 4,960 886 63,246
平  成  33 生

「
 度 4,960

ｎ
ι 58,286

平 成 34年 度 4,960 晨
υ
Ｅ
υ 53,326

平 成 35年 度 4,960 ｎ
υ
Ｏ
Ｏ 48,367

平  成  36 1 F 度 4,960 623 43,407
平 成 37年 度 4,960 ０

０
■
υ 38,447

平 成 38年 度 4,960 492 33,487
平 成 39年 度 41960 公

υ
，

‘

４ 28,527
平  成  40 年 露 4,960 361 23,567
平 成  41 年  度 4,960 295 18,607

平 成 42年 度 4,960 Ｏ
υ
う
乙
う
４ 13,647

平 成 43年 度 4,960 つ
０
ｒ
υ 8,687

3,727平 成 44年 度 4,960
０
０

平 成 45年 度 3,727 公
υ
つ
０ 0

平 成 46年 月
串
ぼ
Ｒ

ｎ
υ 0 0

平 成 47年 月
ｎ
υ 0 0

△ 計 2.449,413 156,005
2年度までの借入金に基づ く償還額であり、平成 23年度以降の計画は含んでいない



独立行政法人国立精神

【平成22年度償還計画】

神経医療研究センター償還計画 (案 )

区 分 財政融資資金

平成21年度末借入金残高 (A) 3,131,544

平成22年度借入金 (B) 0

平成22年度元金償還額 (C) 52,888

平成22年度末借入金残高 (A)+(B)― (C) つ
０ 078,656

【参考 :平成22年度以降の償還額】

んでいない

６５６

一６７２

一４８２

一８６〇

一９０８

24

25

平  成  26

2,323,513
2,181,492

175,662

1,765,176

1 348.861
1,210,089

138 772

138.772

138 772

138 772

138 772

99,916

３４

一３５

一３６

３７

一３８

一３９

・４０

平
一平
一平

平
一平 516 231

377,459



独立行政法人国立国際医療研究センター償還計画 (案 )

【平成22年度償還計画】

区 分 財政融資資金

平成21年度末借入金残高 (A) 18,5687348

平成22年度借入金 (B) 700,000

平成22年度元金償還額 (C) 325,805

平成22年度末借入金残高 (A)十 (B)― (C) 18,942,543

【参考 :平成22年度以降の償還額】

んでいない。

平 成 23年 度 614 805
986,092 287 417

203,261
186 874

143 979
130 733

13.942,543

18 327 739
17,341,646
16,242,600
15.110.577

12,888,293

10,698,531

8,190,119

6.575.504

4 165 447

163,499

平  成  32 年

平  成  34 年

1,132,023
1,102, 154

1 120 129
1,108,223

883,529
813 477
811 406
808 186
806,428

803, 184

803,184

803 184

208 960

平  成  40 年
平
．平
一平

４２

一４３

一４４

年
年
一年

４５

一４６

一
４７



独立行政法人国立成育医療研究センター償還計画 (案 )

【平成22年度償還計画】

区 分 財政融資資金

平成21年度末借入金残高 (A) 10,198,
ｎ
υ

ら
乙

平成22年度借入金 (B) 0

平成22年度元金償還額 (C) 634,239

平成22年度末借入金残高 (A)+(B)― (C) 9,563, 971

【参考 :平成22年度以降の償還額】

年 7E 釜
ヨ 入 金 残 T

平 成 22年 度 634,239 162.971 9,563,971

平 成 23年 月自 682,889 152,406 8,881:083
平 成 24年 月

静
Ｒ 682,889 141,409 8,

０
０
ｎ
υ 194

平 成 25年 度 682.889 130,413 7.515,306
平  成  26 1 F 度 682,

ｎ
υ
０
０ 119,416

ａ
υ

り
乙
う
０ 417

平 成 27年 月= 682,889 108,420 6,149,529

平  成  28 1 F 度 682,889 97,423 5,466,640

平 成 29年 度 682,889 86,427 4,783,752

平 成 30年 度 682.889 75,430 4,100,863
平  成  31 年  度 682,889 64,434 つ

０
″
十 975

平 成 32年 月
岸
Ｒ 634,239 53.547 2,783,

貪
υ
う
０

，
ノ

平 成 33年 度 634,239 42,988 ，

」

ｎ
コ
И
十

Ｏ
Ｏ
ｎ
フ
И
十

平 成 34年 度 628,649 32,468 1.520,
ｎ
υ
И
十
０
０

平 成 35年 度 597.614 22,229 923,235

平  成  36 4 F 度 490,838 12,826 432,397

平 成 37年 度 322,000 5,308 110,397

平  成  38 1
「
 度 105,471 1,171 4,926

平 成 39年 度 4.926 Ｏ
υ
つ

‘ 0

平 成 40年 度 0
（
υ

平  成  41 1 F 0
ｎ
υ

（
υ

平  成  42 イ「  度 0
ハ
υ

ｎ
υ

平  成  43 1 F 度 0
ｎ
υ

平 成 44年 度 0
（
υ

ｎ
υ

平 成 45年 度 0
（
υ

ｎ
υ

平 成 46年 度 0
ハ
υ

（
υ

平  成  47 年 0
ｎ
υ 0

10,198.210 1,309,310
での借入金に基づく償還額で 以降の計画は含んでいない



独立行政法人国立長寿医療研究センター償還計画 (案 )

【平成22年度償還計画】

区 分 財政融資資金

平成21年度末借入金残高 (A) 932,738

平成22年度借入金 (B) ｎ
υ

平成22年度元金償還額 (C) 78,579

平成22年度末借入金残高 (A)+(B)― (C) 854,160

【参考 :平成22年度以降の償還額】
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計 932,738 73.311
平成 22年度までの借入金に基づく償還額であり、平成 23年度以降の計画は含んでいない



業務方法書関係法令等

○ 独立行政法人通則法 (平成十一年法律第百三号)(抄 )

(業務の範囲)

第二十七条  各独立行政法人の業務の範囲は、個別法で定める。

(業務方法書)

第二十八条  独立行政法人は、業務開始の際、業務方法書を作成し、主務大臣
の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とす
る。
2 (略 )
3 主務大臣は、第一項の認可をしようとするときは、あらかじめ、評価委員
会の意見を聴かなければならない。

(会計規程 )

第四十九条  独立行政法人は、業務開始の際、会計に関する事項について規程
を定め、これを主務大臣に届け出なければならない。これを変更したときも、

同様 とする。

○ 高度専門医療に関する研究等を行 う独立行政法人に関する法律

(平成二十年法律第九十三号 )(抄 )

(国立高度専門医療研究センターの目的)

第二条  独立行政法人国立がん研究センター (以下「国立がん研究センター」
という。)は、がんその他の悪性新生物に係る医療に関し、調査、研究及び技
術の開発並びにこれらの業務に密接に関連する医療の提供、技術者の研修等
を行うことにより、国の医療政策として、がんその他の悪性新生物に関する

高度かつ専門的な医療の向上を図り、もつて公衆衛生の向上及び増進に寄与
することを目的とする。
2 独立行政法人国立循環器病研究センター (以下「国立循環器病研究センタ
ー」という。)は、循環器病に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発並
びにこれらの業務に密接に関連する医療の提供、技術者の研修等を行うこと
により、国の医療政策として、循環器病に関する高度かつ専門的な医療の向
上を図り、もつて公衆衛生の向上及び増進に寄与することを目的とする。
3 独立行政法人国立精神 神ヽ経医療研究センター (以下「国立精神・神経医
療研究センター」という。)は、精神疾患、神経疾患、筋疾患及び知的障害そ
の他の発達の障害 (以下「精神・神経疾患等」という。)に係る医療並びに精
神保健に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこれらの業務に密接に関連

(略 )



する医療の提供、技術者の研修等を行うことにより、国の医療政策として、

精神・神経疾患等に関する高度かつ専門的な医療及び精神保健の向上を図り、

もって公衆衛生の向上及び増進に寄与することを目的とする。

4 独立行政法人国立国際医療研究センター (以下「国立国際医療研究センタ
ー」という。)は、感染症その他の疾患であつて、その適切な医療の確保のた
めに海外における症例の収集その他国際的な調査及び研究を特に必要とする

もの (以下「感染症その他の疾患」という。)に係る医療並びに医療に係る国
際協力に関 し、調査、研究及び技術の開発並びにこれらの業務に密接に関連

する医療の提供、技術者の研修等を行うことにより、国の医療政策として、

感染症その他の疾患に関する高度かつ専門的な医療、医療に係る国際協力等

の向上を図 り、もつて公衆衛生の向上及び増進に寄与することを目的とする。

5 独立行政法人国立成育医療研究センター (以下「国立成育医療研究センタ
ー」という。)は、母性及び父性並びに乳児及び幼児の難治疾患、生殖器疾患
その他の疾患であつて、児童が健やかに生まれ、かつ、成育するために特に

治療を必要とするもの (以下「成育に係る疾患」という。)に係る医療に関し、
調査、研究及び技術の開発並びにこれらの業務に密接に関連する医療の提供、

技術者の研修等を行うことにより、国の医療政策として、成育に係る疾患に

関する高度かつ専門的な医療の向上を図り、もって公衆衛生の向上及び増進

に寄与することを目的とする。

6 独立行政法人国立長寿医療研究センター (以下「国立長寿医療研究センタ
ー」という。)は、加齢に伴って生ずる心身の変化及びそれに起因する疾患で
あつて高齢者が自立した日常生活を営むために特に治療を必要とするもの

(以下「加齢に伴う疾患」という。)に係る医療に関し、調査、研究及び技術
の開発並びにこれらの業務に密接に関連する医療の提供、技術者の研修等を

行うことにより、国の医療政策として、加齢に伴う疾患に関する高度かつ専

門的な医療の向上を図り、もつて公衆衛生の向上及び増進に寄与することを

目的とする。

(国立がん研究センターの業務の範囲 )

第十三条  国立がん研究センターは、第三条第一項の目的を達成するため、次
の業務を行う。

一  がんその他の悪性新生物に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発
を行うこと。

二  前号に掲げる業務に密接に関連する医療を提供すること。
三  がんその他の悪性新生物に係る医療に関し、技術者の研修を行 うこと。
四  前三号に掲げる業務に係る成果の普及及び政策の提言を行うこと。
五  前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。

(国立循環器病研究センターの業務の範囲 )

第十四条  国立循環器病研究センターは、第二条第二項の目的を達成するため、
次の業務を行う。

一  循環器病に係る医療に関 し、調査、研究及び技術の開発を行うこと。



二  前号に掲げる業務に密接に関連する医療を提供すること。
三  循環器病に係る医療に関し、技術者の研修を行うこと。
四  前三号に掲げる業務に係る成果の普及及び政策の提言を行うこと。
五  前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。

(国立精神・神経医療研究センターの業務の範囲 )

第十五条  国立精神・神経医療研究センターは、第二条第二項の目的を達成す
るため、次の業務を行う。
一  精神 ,神経疾患等に係る医療に関 し、調査、研究及び技術の開発を行う
こと。

二  前号に掲げる業務に密接に関連する医療を提供すること。
三  精神保健に関し、調査及び研究を行うこと。
四  精神・神経疾患等に係る医療及び精神保健に関し、技術者の研修を行う
こと。

五  前各号に掲げる業務に係る成果の普及及び政策の提言を行うこと。
大  前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。

(国立国際医療研究センターの業務の範囲 )

第十六条  国立国際医療研究センターは、第二条第四項の目的を達成するため、
次の業務を行う。
一  感染症その他の疾患に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発を行
うこと。

二  前号に掲げる業務に密接に関連する医療を提供すること。
三  医療に係る国際協力に関し、調査及び研究を行うこと。
四  感染症その他の疾患に係る医療及び医療に係る国際協力に関 し、技術者
の研修を行うこと。

五  前各号に掲げる業務に係る成果の普及及び政策の提言を行うこと。
六  国立高度専門医療研究センターの職員の養成及び研修を目的として看
護に関する学理及び技術の教授及び研究並びに研修を行う施設を設置 し、
これを運営すること。

七  前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。

(国立成育医療研究センターの業務の範囲 )

第十七条  国立成育医療研究センターは、第二条第五項の目的を達成するため、
次の業務を行う。

一  成育に係る疾患に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発を行うこ
と。

二  前号に掲げる業務に密接に関連する医療を提供すること。
三  成育に係る疾患に係る医療に関 し、技術者の研修を行うこと。
四  前三号に掲げる業務に係る成果の普及及び政策の提言を行うこと。
五  前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。



(国立長寿医療研究センターの業務の範囲 )

第十八条  国立長寿医療研究センターは、第二条第六項の目的を達成するため、
次の業務を行う。

一  加齢に伴つて生ずる心身の変化に関 し、調査及び研究を行うこと。
二  加齢に伴う疾患に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発を行うこ
と。

三  前号に掲げる業務に密接に関連する医療を提供すること。
四  加齢に伴 う疾患に係る医療に関し、技術者の研修を行うこと。
五  前各号に掲げる業務に係る成果の普及及び政策の提言を行うこと。
六  前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。

(国立高度専門医療研究センターの施設及び設備の利用 )

第十九条  各国立高度専門医療研究センターは、それぞれ第十三条から前条ま
でに規定する業務のほか、当該業務の遂行に支障のない範囲内で、その建物
の一部、設備、器械及び器具を、当該国立高度専門医療研究センターに勤務

しない医師、歯科医師その他の医療関係者の診療又は研究若しくは技術の開

発のために利用させることができる。

(緊急の必要がある場合の厚生労働大臣の要求 )

第二十四条  厚生労働大臣は、災害が発生 し、若しくはまさに発生 しようとし
ている事態又は国民の健康に重大な影響のある特定の疾患等に関して、公衆

衛生上重大な危害が生じ、若 しくは生じるおそれがある緊急の事態に対処す

るため必要があると認めるときは、国立高度専門医療研究センターに対 し、

第十三条第一号若しくは第二号、第十四条第一号若しくは第二号、第十五条

第一号から第二号まで、第十六条第一号若 しくは第二号、第十七条第一号若

しくは第二号又は第十八条第一号から第二号までの業務のうち必要な業務の

実施を求めることができる。

2 国立高度専門医療研究センターは、厚生労働大臣から前項の規定による求
めがあったときは、正当な理由がない限 り、その求めに応 じなければならな
い 。

0中央省庁等改革の推進に関する方針
(平成 11年 4月 27日 中央省庁等改革推進本部決定)(抄 )

独立行政法人制度関連

業務方法書

業務方法書には、業務の方法に関する事項のほか、業務の委託に関する基

準、競争入札等の契約に関する基本的な事項等について定めることとする。

Ⅲ

ｌ０



長期借入金等関係法令

0独立行政法人通則法 (平成十一年法律第百三号)(抄 )
(借入金等)

第四十五条  (略 )
2～ 4  (略 )
5 独立行政法人は、個別法に別段の定めがある場合を除くほか、長期借入金
及び債券発行をすることができない。

0高度専門医療に関する研究等を行 う独立行政法人に関する法律
(平成二十年法律第九十三号)(抄 )
(長期借入金及び債券)

第二十一条 国立高度専門医療研究センターは、政令で定める施設の設置若しくは

整備又は設備の設置に必要な費用に充てるため、厚生労働大臣の認可を受けて、

長期借入金をし、又は当該国立高度専門医療研究センターの名称を冠する債券
(以下「債券」という。)を発行することができる。
2前項に規定するもののほか、日立高度専門医療研究センターは、長期借入金又
は債券で政令で定めるものの償還に充てるため、厚生労働大臣の認可を受けて、

長期借入金をし、又は債券を発行することができる。ただし、その償還期間が政令
で定める期間のものに限る。
3厚生労働大臣は、前二項の規定による認可をしようとするときは、あらかじめ、厚
生労働省の独立行政法人評価委員会の意見を聴かなければならない。
4～ 8(略 )

(償還計画)

第二十三条 第二十一条第一項又は第二項の規定により、長期借入金をし、又は債

券を発行する国立高度専門医療研究センターは、毎事業年度、長期借入金及び

債券の償還計画を立てて、厚生労働大臣の認可を受けなければならない。
2厚生労働大臣は、前項の規定による認可をしようとするときは、あらかじめ、厚生
労働省の独立行政法人評価委員会の意見を聴かなければならない。


